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事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半については雇用環境の改善を背景として概ね緩やかな回
復基調で推移しました。個人消費についても緩やかな持ち直しが続いていたものの、消費税率引き上げ
後に駆け込み需要の反動による落ち込みがみられたことに加え、新型コロナウイルス感染症が内外経済
に与える影響などにより、先行きは非常に不透明な状況といえます。
当社グループは、施設のスタイルにこだわらず、東京23区および政令指定都市を中心とした利便性の

高い場所で挙式・披露宴施設を運営する当社の他、地方などの新たな地域でブライダル事業を運営する
株式会社エスクリマネジメントパートナーズ、並びにグループ内における挙式・披露宴施設等の内装工
事を請け負う株式会社渋谷を主軸にグループ経営を推進する体制を強化し、連結業績の最大化に向け継
続して取り組んでおります。
当連結会計年度における当社グループは、主たる事業であるブライダル関連事業において、新規開業

した施設が業績に貢献いたしましたが、その一方で、新型コロナウイルスの感染リスク拡大により、多
数の挙式披露宴が翌年度以降に延期となりました。また、事業規模から挙式披露宴に比べて影響は少な
いものの、一般宴会、レストラン、ホテルにつきましても、例年に比べて稼働が著しく低下しました。
この結果、当社グループの主力事業であるブライダル関連事業の売上高が大幅に減少し、当連結会計

年度の業績は、売上高31,430百万円（前期比5.6％減）、営業利益1,546百万円（同29.4％減）、経常利益
1,499百万円（同29.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益455百万円（同57.7％減）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

１．ブライダル関連事業

前連結会計年度に開業した広島市および渋谷区の２施設が通期稼働し、業績に貢献いたしました。
一方で、新型コロナウイルスの感染リスク拡大により２月下旬から３月中に予定されていた挙式披露
宴約1,000件のうち、400件余りが翌年度以降に延期となりました。

その結果、ブライダル関連事業の売上高は28,115百万円（前期比1.9％減）、セグメント利益は
2,480百万円（同17.8％減）となりました。

２．建築不動産関連事業

前連結会計年度には大型の不動産リノベーション物件の販売があったため、減収となりました。
その結果、建築不動産関連事業の売上高は3,314百万円（前期比28.4％減）、セグメント利益は135

百万円（同52.1％減）となりました。

対処すべき課題

当社グループの主たる事業セグメントが属するブライダル業界では、ターゲット顧客層である結婚適
齢期人口の減少や未婚率の上昇、および披露宴の少人数化に伴う組単価の低下や他分野の事業会社の新
規参入等、ますます競合状況が激しくなっております。そのような業界状況の中、当社グループが顧客
からの支持を着実に獲得し、中長期的に企業価値を高めるために、以下の課題に対処してまいります。

１．感染症に対する取り組み

当社グループの主たる事業であるブライダル関連事業においては、新型コロナウイルス感染拡大の
状況及び、政府より発令された緊急事態宣言による外出自粛要請等を受け、運営する全施設を臨時休
業いたしました。これにより売上高が著しく減少する一方で、人件費、家賃などの固定費は発生して
おります。営業再開後も一定期間は、受注の減少、挙式披露宴の日程変更及びキャンセルの発生など
により売上高が減少し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。そのため、必要な運
転資金枠の確保は、経営の安定化を図るための最重要課題であり、既に当面の運転資金は調達してお
りますが、今後の様々な状況を想定し、新規の資金調達枠についても検討を進めております。

また、新型コロナウイルス感染拡大防止及び従業員の安全を考慮し、始業前及び実務開始前の検
温、出退勤時のマスク着用、手洗い等を義務づけております。各婚礼施設においては、消毒用アルコ
ールの準備、定期的な設備の除菌と清掃等、衛生管理の徹底に努めながら運営してまいります。
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２．人材の確保と育成

当社グループは、今後のさらなる事業拡大を目指すうえで、優秀な人材の確保およびその人材の育
成が重要な経営課題であると認識しております。人材確保においては、新卒の採用および中途採用を
積極的に実施し、当社グループの経営方針に共感を持った早期に戦力化可能な人材の採用と、従業員
のモチベーションを向上させる人事諸制度の構築が必要と考えております。特に、ブライダル事業に
おける人材の育成については、接客に関するデータの定量的な分析に基づく課題抽出および対策、高
い接客力を有する人材の接客ノウハウの共有、定期的な社内研修等を実施することにより、顧客ニー
ズに的確に対応できる接客力を向上させてまいります。

３．ブライダル事業における新たな収益モデルの確立

当社グループは、直営施設の出店を今後もすすめてまいりますが、一方でこれまでのノウハウを活
かしたブライダルマーケットにおける新たな収益モデルを確立することも重要な経営課題であると認
識しております。運営受託やコンシェルジュデスクをはじめとしたサービスの拡大、発展に加え、装
置産業型の投資回収を必要としないビジネスモデルの確立等を検討してまいりたいと考えておりま
す。

４．ブライダル事業以外の事業展開

当社グループは、ブライダル関連事業の売上比率が連結売上高の約9割を占めており、ブライダル
関連事業の拡大と並行して、ブライダルに次ぐ事業の柱を育成することが必要であると認識しており
ます。当社の創造力豊かなスタッフの力を最大限に活かして、業界研究や事業構造分析をすすめ、事
業展開の可能性を検討してまいります。

５．内部管理体制の充実

当社グループは、今後も企業の継続的な成長を実現するために、事業規模の拡大に対応した内部管
理体制の充実が不可欠であると認識しております。今後も事業規模の拡大に合わせ、管理部門の一層
の強化による内部管理体制の整備に取り組んでまいります。

株式の状況（2020年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 45,648,000株
（2）発行済株式の総数 11,986,500株（自己株式277,932株を含む）
（3）株主数 5,765名
（4）大株主（上位10名）
　

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ブ ロ ッ ク ス 3,050,000株 26.04％

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 1,097,391株 9.37％

岩 本 博 1,028,900株 8.78％

吉 岡 裕 之 511,500株 4.36％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 501,400株 4.28％

Ｉ Ｎ Ｔ Ｅ Ｒ Ａ Ｃ Ｔ Ｉ Ｖ Ｅ Ｂ Ｒ Ｏ Ｋ Ｅ Ｒ Ｓ Ｌ Ｌ Ｃ 387,600株 3.31％

株 式 会 社 Ｓ Ｈ Ｉ Ｂ Ｕ Ｔ Ａ Ｎ Ｉ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 250,000株 2.13％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 211,300株 1.80％

木 下 圭 一 郎 183,500株 1.56％

岩 本 眞 弓 180,000株 1.53％
　

（注）持株比率は自己株式（277,932株）を控除して計算しております。
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新株予約権の状況
（1）当事業年度末における当社役員が有する業務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2020年３月31日現在）

名称
保有
者数

行使価額
新株予約
権の数

目的となる
株式の種類
および数

権 利 行 使 期 間

取締役

2013年６月25日開催の定時株
主総会決議による新株予約権

1名 1,013円 25個
普通株式
2,500株

2016年３月29日から
2023年６月25日まで

2019年２月19日開催の取締役
会決議による新株予約権

1名 648円 800個
普通株式
80,000株

2021年２月20日から
2029年２月19日まで

　

（注）1. 新株予約権の主な行使条件
（1）新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役または従業員であることを要す

る。ただし、取締役会が正当な事由があると認めた場合はこの限りではない。
（2）新株予約権の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。
2. 保有者に社外取締役および監査役は含まれておりません。
3. 新株予約権１個あたりの発行価額はすべて無償であります。
4. 上記のうち、2019年２月19日開催の取締役会決議により交付された新株予約権は、当事業年

度末日後に800個すべてが失効しております。
　
（2）当事業年度中に当社従業員、子会社役員および従業員に対して職務執行の対価として交付された

新株予約権の状況（2020年３月31日現在）

名称
交付
者数

行使価額
新株予約
権の数

目的となる
株式の種類
および数

権 利 行 使 期 間

当 社
従業員

2020年２月18日開催の取締役
会決議による新株予約権

15名 770円 800個
普通株式
80,000株

2022年２月19日から
2030年２月18日まで

（注）1. 新株予約権の主な行使条件
（1）新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役または従業員であることを要す

る。ただし、取締役会が正当な事由があると認めた場合はこの限りではない。
（2）新株予約権の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。
2. 保有者に社外取締役および監査役は含まれておりません。
3. 新株予約権１個あたりの発行価額はすべて無償であります。
4. 交付された上記新株予約権は、当事業年度末日後に800個すべてが失効しております。

会計監査人の状況
（1）名称

有限責任監査法人トーマツ
　
（2）報酬等の額
　

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,000千円

上記以外の業務に基づく報酬 ─

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,000千円
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（注）1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた
上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠に
ついて確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報
酬等の額について会社法第399条第１項の同意をしております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断した場合
は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該
議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

　
（4）責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
　
業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制について以下のとおり整備しております。
　

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
（1）取締役および使用人は、社会の一員として企業倫理・社会規範に即した行動を行い、健全な企業

経営に努める。また、代表取締役をはじめとする取締役会は、企業倫理・法令遵守を社内に周知
徹底する。

（2）取締役会は、「取締役会規程」の定めに従い法令および定款に定められた事項ならびに重要な業
務に関する事項の決議を行うとともに、取締役からの業務執行状況に関する報告を受け、取締役
の業務執行を監督する。

（3）取締役会は、「取締役会規程」「業務分掌規程」等の職務の執行に関する規程を制定し、取締役、
使用人は法令、定款および定められた規程に従い、業務を執行する。

（4）取締役の業務執行が法令、定款および定められた規程に違反することなく適正に行われているこ
とを確認するために、監査役会による監査を実施する。

（5）内部監査を担当する部署を設置し、「内部監査規程」に従って監査を実施する。
（6）取締役および使用人が法令、定款に違反する行為を発見した場合、「内部通報規程」に従い報告

する。
（7）必要に応じて外部の専門家を起用し、法令および定款違反を未然に防止する。

　

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理に係る規程等に基づき、その保存媒体に応じ

て安全かつ適切に保存する。また、取締役および監査役は常時これらの文書を閲覧できるようにす
る。

　

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制
当社は、人事総務部を中心として様々なリスクに対して、その大小や発生可能性に応じ、絶えず事

前に適切な対応策を準備し、また「危機管理規程」に従いリスクを最小限にするべく組織的な対応を
行う。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、定時取締役会を月一回

開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、議論、審議にあたる。また、重要な経営事項に
ついては、取締役、常勤監査役等で構成する「経営会議」で審議、検討および情報の共有化を図り、
経営意思決定の迅速性を高めるとともに、透明性および効率性の確保に努める。

　

５．当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

子会社の経営については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項については事前に当社取
締役会または経営会議において協議するとともに、経営内容を的確に把握するために報告事項を
定め、定期的に報告をする。

（2）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社のコンプライアンス体制およびリスク管理等については、当社の管理担当取締役が統括管
理し、リスク管理について定める関連規程に基づき、リスクマネジメントを行う。

（3）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
子会社における経営上の重要事項については、「関係会社管理規程」に基づき当社取締役会で協
議し、承認する。また、グループ全体での会議を定期的に開催して業務効率化、法令遵守、諸法
令改正への対応およびリスク管理等について意見交換や情報交換を行う。

（4）子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制
子会社は、社会的な要請に応える適法かつ公正な業務に努める体制を構築する。また法令および
定款に適合することを確保するための内部監査については、当社の内部監査を担当する部署が関
連規程等に基づき実施するとともに、内部通報制度を整備する。

　

６．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

および当該使用人の取締役会からの独立性に関する事項
監査役会の承認により、その職務を補助すべき使用人を求められた場合、当該使用人を置くこと
とし、その人事については、取締役会と監査役会と意見交換を行い決定する。当該使用人は、取
締役または他の使用人の指揮命令を受けないものとする。

（2）取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
取締役および使用人は、会社に重大な損害を与えるおそれのある事実を発見した場合には、法令
に従い、直ちに監査役に報告する。また、内部監査を担当する部署は、内部監査の実施状況およ
び業務の状況を監査役に報告する。さらに、内部通報があった場合、内部通報制度を担当する部
署は内部通報の記録を監査役に報告する。

（3）子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員および使用人またはこれらの者から報告を受けた
者が監査役に報告するための体制
子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、業務の執行状況
および経営に大きな影響を及ぼす重要課題について、迅速かつ適切に報告を行う。

（4）監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
当社は、監査役へ報告した当社または子会社の取締役、監査役および使用人に対し、通報または
相談したことを理由として不利益な取扱いをすることを禁止し、報告者を保護する。

（5) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る方針に関する事項
監査役が職務を執行する上で、当社に対し、必要な費用の前払い等の請求をしたときは、当該請
求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かに当該費用または債務を支払う。

　

７．その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
監査役は、取締役会のほか、必要に応じ重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に

関する重要な文書を閲覧し、取締役または使用人は説明を求められた場合には、監査役に対し詳細に
説明することとする。会計監査人および管理部署と定期的な意見交換を行い、財務報告の適正性につ
いて確認できる体制をとる。

　

― 5 ―

2020年06月03日 14時51分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



８．財務報告の信頼性を確保するための体制
（1）財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制が有効に機能する体制を構築、整

備、運用する。
（2）内部監査を担当する部署は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署および監査

を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を講じる。
　
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、企業集団の業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結

会計年度における運用状況の概要は以下の通りです。
主な会議の開催状況として、取締役会は21回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役

の職務執行の適正性および効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役が21回出席い
たしました。その他、監査役会は16回開催いたしました。

監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役および他
の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っておりま
す。

内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行および子会社の業務の監査、内
部統制監査を実施いたしました。

会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、

特に定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 606,988 564,988 6,208,963 △64,041 7,316,899

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) 890 890 1,780

剰 余 金 の 配 当 △165,084 △165,084

親会社株主に帰属する当期純利益 455,866 455,866

自己株式の取得 △128,443 △128,443

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 890 890 290,781 △128,443 164,118

当 期 末 残 高 607,879 565,879 6,499,745 △192,485 7,481,017

　

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 247 △4,666 △4,418 3,521 7,316,002

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) 1,780

剰 余 金 の 配 当 △165,084

親会社株主に帰属する当期純利益 455,866

自己株式の取得 △128,443

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△375 △14 △390 △758 △1,149

当期変動額合計 △375 △14 △390 △758 162,969

当 期 末 残 高 △127 △4,681 △4,809 2,763 7,478,971
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ５社
主要な連結子会社の名称
株式会社渋谷
ＳＨＩＢＵＴＡＮＩエステート・パートナーズ株式会社
株式会社エスクリマネジメントパートナーズ
ＥＳＣＲＩＴ ＨＡＷＡＩＩ ＩＮＣ.
愛思禮婚禮股份有限公司

(2) 非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
株式会社ストーリア

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）および
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
めであります。

２．持分法の適用に関する事項
(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。
(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称等
持分法非適用の会社等 １社
主要な会社等の名称
株式会社ストーリア

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
から見て、持分法から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1）重要な資産の評価基準および評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

②デリバティブ等の評価基準および評価方法
デリバティブ
時価法

③たな卸資産
販売用不動産
個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

商品及び製品
個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

未成工事支出金
個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として法
人税法に規定する方法により、３年間で均等償却しております。
なお、ブライダル事業用の定期借地契約による借地上の建物、および賃貸契約の建物について
は、耐用年数を定期借地権の残存期間、および賃貸借期間、残存簿価を零とした定額法によっ
ております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～35年

工具、器具及び備品 ２～20年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌
年から５年間で均等償却する方法によっております。

②無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法によっております。
なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係る固定資産は、リース資産として区分せ
ず、有形固定資産に属する各科目に含める方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用
定額法によっております。

(3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4）重要な収益および費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進
行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)、その他の工事については工事完成基準によっ
ております。

(5）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
金利スワップについては適用要件を満たすため、特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金の利息

③ヘッジ方針
長期借入金の金利変動リスクの回避を目的として、個別契約ごとに金利スワップ取引を行って
おります。

④ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の要件を満たしており、有効性が保証されているため、有効性の評価を省略しており
ます。

(6）のれんの償却方法および償却期間
５年間の定額法により償却しております。

(7）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 10,020,864千円
２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資その他の資産のその他（株式） 173,568千円

３．当社および連結子会社（株式会社渋谷）においては、運転資金等の柔軟な調達を行うため、金融
機関と当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契約には一定
の財務制限条項が付されております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高
は以下のとおりであります。

当座貸越極度額およびコミットメントライン契約の総額 1,200,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 900,000千円

（連結損益計算書に関する注記）
１．減損損失の内容

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 減 損 損 失

ラグナヴェール

ＳＥＮＤＡＩ
事業用資産 建物及び構築物他 509,811千円

ラグナスイート新

横浜 ホテル＆ウ

ェディング

事業用資産 建物及び構築物他 180,207千円

ラグナヴェール

ＡＯＹＡＭＡ
事業用資産 建物及び構築物他 18,157千円

セントミッシェル
ガーデンウエディ
ング

事業用資産 建物及び構築物他 2,958千円

ハワイ 事業用資産 建物及び構築物他 25,877千円

台湾 事業用資産 建物及び構築物他 13,187千円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業拠点毎に資産のグルーピ

ングを行っております。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価格を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 691,983千円
工具、器具及び備品 42,134千円

リース資産 6,309千円
その他 9,772千円
合計 750,198千円

資産グループの回収可能価額については使用価値により測定しており、使用価値は将来キャッ

シュ・フローを7.9％で割り引いて算定しております。ただし、将来キャッシュ・フローがマイ

ナスである資産グループについては、回収可能価額をゼロとして評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 11,982,000株 4,500株 ─ 11,986,500株

(注）増加株式は、新株予約権の行使によるものになります。
２．配当に関する事項
配当金支払額

決 議 株式の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年５月14日取締役会 普 通 株 式 71,280千円 6.00円 2019年３月31日 2019年６月４日

2019年11月12日取締役会 普 通 株 式 93,804千円 8.00円 2019年９月30日 2019年12月９日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2020年５月29日取締役会 普通株式 93,668千円 利益剰余金 8.00円 2020年３月31日 2020年６月16日

３．当連結会計年度末における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類および数
普通株式 24,100株

　
（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にブライダル事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主
に銀行借入）を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しておりま
す。デリバティブは、リスクヘッジ目的のみに利用しており、投機目的の取引は行わない方針で
あります。

(2）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金ならびに完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては財務経理部において、取引先ごとに期日管理および残高管理
を行っております。

敷金及び保証金は、建物賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されてお
ります。当該リスクについては、財務経理部において差し入れ先の信用状況を定期的に把握する
ことを通じて、リスクの軽減を図っております。
営業債務である支払手形及び買掛金ならびに未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日

であります。
社債、借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金

の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに
晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約
ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。なお、ヘ
ッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その
判定をもって有効性の評価を省略しております。

これらの営業債務、社債、借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、流動性
リスクに晒されておりますが、月次に資金繰計画を作成、更新することにより、手元流動性の維
持を図り、流動性リスクを管理しております。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお

りであります。
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1）現金及び預金 4,130,218千円 4,130,218千円

(2）受取手形及び売掛金 263,475千円 263,475千円

(3）完成工事未収入金 184,383千円 184,383千円

(4）敷金及び保証金 3,679,405千円 3,635,372千円 △44,033千円

資産計 8,257,482千円 8,213,449千円 △44,033千円

(1）支払手形及び買掛金 1,072,953千円 1,072,953千円

(2）短期借入金 300,000千円 300,000千円

(3）未払金 1,004,761千円 1,004,761千円

(4）未払法人税等 283,740千円 283,740千円

(5）社債 (注) １ 390,000千円 386,302千円 △3,697千円

(6）長期借入金 (注) ２ 5,655,994千円 5,708,939千円 52,945千円

(7）リース債務 (注) ３ 642,854千円 638,925千円 △3,929千円

負債計 9,350,304千円 9,395,622千円 45,318千円

(注) 1. １年内償還予定の社債は、社債に含めております。
2. １年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
3. リース債務は流動負債に計上されるリース債務と固定負債に計上されるリース債務の合計

であります。
(注）金融商品の時価の算定方法
資産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）完成工事未収入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
(4）敷金及び保証金

これらの時価は、合理的に見積もった敷金及び保証金の返還予定時期に基づき、リスクフ
リーレート等利率で割り引いた現在価値によっております。

負債
(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(5）社債、(6）長期借入金
固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の社債発行及び借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算出しております。変動金利によるものは、短
期の市場金利に連動していること、また当社の信用状況に大きな変化はないことから、時価
は帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。ただし、金
利スワップの特例対象とされているものは、当該金利スワップと一体として処理された元利
金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法
によっております。

(7）リース債務
元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 638円52銭
２．１株当たり当期純利益金額 38円79銭

（重要な後発事象に関する注記）
（資金の借入）

当社は、2020年４月21日および2020年５月26日開催の取締役会において、資金の借入を行う
ことを決議し、資金の借入を実行しました。当該借入の内容は次のとおりであります。

１.資金の借入の理由
今般の新型コロナウイルスの感染拡大による影響を鑑み、手元資金を厚くしておくことで経

営の安定性を高めることを目的としております

２.資金の借入の概要
（１）借入先 ：株式会社三井住友銀行 他
（２）借入総額 ：3,250百万円
（３）借入金利 ：基準金利+スプレッド
（４）借入時期 ：2020年４月、2020年５月
（５）借入期間 ：１～10年
（６）担保等の有無：無担保・無保証

（追加情報）
（会計上の見積もり）

新型コロナウイルス感染拡大の状況および、政府より発令された緊急事態宣言による外出自粛
要請等を受け、当社は対象エリアの直営施設を臨時休業しておりました。

その後、緊急事態宣言が全国へ拡大されたことに対応し、当社グループが運営する全施設を当
面の間、臨時休業することにいたしました。

当該状況は、収束時期等に関して不確実性が高い事象であると考えております。当連結会計年
度末における当社グループの翌期以降の業績に与える新型コロナウイルス感染拡大の影響について
は、2020年６月頃まで継続し、2020年７月以降は緩やかに回復し、2020年秋頃に収束に向かうと想
定しております。また新型コロナウイルスの感染リスクの拡大により2020年２月以降に予定されて
いた挙式披露宴のうち、一定数が延期していることにより、例年と比較して受注残高が積み上がっ
ております。

当社は、当連結会計年度においては上記の仮定条件に基づいて固定資産の減損、繰延税金資産
の回収可能性に関する会計上の見積りを行っております。この結果、240,387千円の減損損失を計
上したことに伴い、累計で750,198千円の減損損失を計上しております。
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株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 606,988 564,988 564,988 5,880,380 5,880,380 △64,041 6,988,316

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) 890 890 890 1,780

剰 余 金 の 配 当 △165,084 △165,084 △165,084

当 期 純 利 益 154,839 154,839 154,839

自己株式の取得 △128,443 △128,443

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 890 890 890 △10,245 △10,245 △128,443 △136,908

当 期 末 残 高 607,879 565,879 565,879 5,870,134 5,870,134 △192,485 6,851,407

　

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 3,521 6,991,837

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) 1,780

剰 余 金 の 配 当 △165,084

当 期 純 利 益 154,839

自己株式の取得 △128,443

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△758 △758

当期変動額合計 △758 △137,667

当 期 末 残 高 2,763 6,854,170
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式
移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準および評価方法
原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
３．固定資産の減価償却の方法
(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として法
人税法に規定する方法により、３年間で均等償却しております。
なお、ブライダル事業用の定期借地権契約による借地上の建物、および賃貸借契約の建物につ
いては、耐用年数を定期借地権の残存期間、および賃貸借期間、残存価額を零とした定額法に
よっております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～30年

構築物 ６年～20年

工具、器具及び備品 ２年～20年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌
年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

(3）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係る固定資産は、リース資産として区分せ
ず、有形固定資産に属する各科目に含める方法を採用しております。

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）長期前払費用
　 定額法によっております。
４．引当金の計上基準

貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５．ヘッジ会計の方法
(1）ヘッジ会計の方法

金利スワップについては適用要件を満たすため、特例処理によっております。
(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金の利息

(3）ヘッジ方針
長期借入金の金利変動リスクの回避を目的として、個別契約ごとに金利スワップ取引を行って
おります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法
特例処理の適用要件を満たしており、有効性が保証されているため、有効性の評価を省略して
おります。
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６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 8,942,988千円

２．保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
株式会社エスクリマネジメントパートナーズ 309,860千円

計 309,860千円

３．当社は運転資金等の柔軟な調達を行うため、金融機関とコミットメントライン契約を締結してお
りますが、当該契約には一定の財務制限条項が付されております。なお、当事業年度末のコミッ
トメントライン契約による借入未実行残高は以下のとおりであります。

コミットメントライン契約の総額 700,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 400,000千円

４．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 292,164千円

関係会社に対する短期金銭債務 167,194千円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引

売上高 18,777千円

売上原価 226,232千円

販売費及び一般管理費 194,260千円

営業外収益 14,374千円

２．減損損失の内容
当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 減 損 損 失

ラグナヴェール

ＳＥＮＤＡＩ
事業用資産 建物及び構築物他 516,674千円

ラグナスイート新

横浜 ホテル＆ウ

ェディング

事業用資産 建物及び構築物他 180,207千円

ラグナヴェール

ＡＯＹＡＭＡ
事業用資産 建物及び構築物他 18,157千円

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業拠点毎に資産のグルーピングを行

っております。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価格を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の内訳は次のとおりであります。

建物 666,918千円
工具、器具及び備品 34,291千円

リース資産 6,309千円

その他 7,519千円

合計 715,038千円
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資産グループの回収可能価額については使用価値により測定しており、使用価値は将来キャッ

シュ・フローを7.9％で割り引いて算定しております。ただし、将来キャッシュ・フローがマイ

ナスである資産グループについては、回収可能価額をゼロとして評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 101,945株 175,987株 ─ 277,932株

(注）増加株式は、自己株式の取得によるものになります。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産（固定）
減価償却超過額 912,054千円

未払事業税 26,962千円

未払事業所税 13,687千円

未払賞与 65,647千円

資産除去債務 659,622千円

リース債務 106,588千円
退職給付費用 1,586千円
関係会社株式評価損 35,277千円
貸倒引当金 52,453千円
その他 55,875千円

小計 1,929,755千円

評価性引当額 △89,476千円
繰延税金資産（固定）計 1,840,278千円

繰延税金負債（固定）

資産除去債務 293,296千円

リース資産 96,955千円

繰延税金負債（固定）計 390,252千円

繰延税金資産（固定）の純額 1,450,026千円

　
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.59％

評価性引当額の増減額 20.73％

住民税均等割 6.85％

その他 △0.03％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.76％
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（関連当事者との取引に関する注記）

属性
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子
会
社

株式会社
渋 谷

(所有)
直接
100.0%

役 員 の 兼 任
備品のリース
建築・内装工事の発注
衣 裳 の 発 注
建 物 管 理
店舗開発サポート

建築・内装工事の発注 668,053千円 未 払 金 118,704千円

子
会
社

株式会社
エスクリ
マネジメント
パートナーズ

(所有)
直接
100.0%

役 員 の 兼 任
資 金 の 貸 付
債 務 保 証
業 務 委 託

資 金 の 貸 付 200,000千円

関係会社
短期貸付金

159,000千円

関係会社
長期貸付金

983,000千円

貸 付 利 息 12,810千円 ─ ─

債 務 保 証 309,860千円 ─ ─

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）1. 子会社との取引については、市場価格等を参考に決定しております。

2. 取引金額には消費税等を含めておりませんが、期末残高には消費税等を含めております。
3. 債務保証については金融機関からの借入金に対して行ったものであり、保証料は受領して

おりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 585円16銭

２．１株当たり当期純利益金額 13円18銭
　

（重要な後発事象に関する注記）
（資金の借入）

当社は、2020年４月21日および2020年５月26日開催の取締役会において、資金の借入を行う
ことを決議し、資金の借入を実行しました。当該借入の内容は次のとおりであります。

１.資金の借入の理由
今般の新型コロナウイルスの感染拡大による影響を鑑み、手元資金を厚くしておくことで経

営の安定性を高めることを目的としております

２.資金の借入の概要
（１）借入先 ：株式会社三井住友銀行 他
（２）借入総額 ：3,250百万円
（３）借入金利 ：基準金利+スプレッド
（４）借入時期 ：2020年４月、2020年５月
（５）借入期間 ：１～10年
（６）担保等の有無：無担保・無保証

（追加情報）
（会計上の見積もり）

新型コロナウイルス感染拡大の状況および、政府より発令された緊急事態宣言による外出自粛
要請等を受け、当社は対象エリアの直営施設を臨時休業しておりました。

その後、緊急事態宣言が全国へ拡大されたことに対応し、当社が運営する全施設を当面の間、
臨時休業することにいたしました。

当該状況は、収束時期等に関して不確実性が高い事象であると考えております。当事業年度末
における当社の翌期以降の業績に与える新型コロナウイルス感染拡大の影響については、2020年６
月頃まで継続し、2020年７月以降は緩やかに回復し、2020年秋頃に収束に向かうと想定しておりま
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す。また新型コロナウイルスの感染リスクの拡大により2020年２月以降に予定されていた挙式披露
宴のうち、一定数が延期していることにより、例年と比較して受注残高が積み上がっております。

当社は、当事業年度末においては上記の仮定条件に基づいて固定資産の減損、繰延税金資産の
回収可能性など様々な会計上の見積りを行っております。この結果、関係会社株式評価損115,209
千円、貸倒引当金繰入額151,937千円を計上しております。また198,364千円の減損損失を計上した
ことに伴い、累計で715,038千円の減損損失を計上しております。

― 19 ―

2020年06月03日 14時51分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）


